
１　賃金

 (1) 事業所規模５人以上

 (2) 事業所規模30人以上

調査結果のあらまし(常用労働者)

　５月の現金給与総額は、規模５人以上で前年同月比 1.8％増加の 361,176円となった。
　主な産業別に前年同月比を見ると、製造業 1.8％増加、情報通信業 0.1％減少、卸売業，小売
業 0.5％減少となった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 0.5％増加の 325,267円となっ
た。また、所定内給与は、同 0.5％増加の 303,502円となった。
　主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比を見ると、製造業 3.1％増加、情報通信業
0.5％増加、卸売業，小売業 2.5％増加となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 1.5％増加となった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図１、表１、第15表）

　５月の現金給与総額は、規模 30人以上で前年同月比 1.5％増加の 400,937円となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 1.1％増加、情報通信業は前年同月と同水準、卸売
業，小売業 0.1％増加となった。
  現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 0.3％増加の 355,282円となっ
た。また、所定内給与は、前年同月比 0.5％増加の 329,702円となった。
  主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比をみると、製造業 2.8％増加、情報通信業
0.2％減少、卸売業，小売業 3.5％増加となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 1.2％増加となった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表１、第15表）
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図１ 賃金の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－
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平成29年５月分

（単位：　円・％）

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

361,176 1.8 325,267 0.5 303,502 0.5 21,765 35,909

443,387 3.9 384,082 -0.7 350,538 -2.0 33,544 59,305

404,961 1.8 398,316 3.1 372,515 3.1 25,801 6,645

448,496 -4.4 447,899 -4.2 402,806 -2.1 45,093 597

434,915 -0.1 392,626 0.5 359,334 0.8 33,292 42,289

365,340 -1.8 360,611 -1.8 313,450 -2.1 47,161 4,729

329,841 -0.5 313,601 2.5 299,208 2.5 14,393 16,240

870,830 19.0 481,376 1.6 449,357 2.1 32,019 389,454

363,762 -2.6 337,111 -2.7 313,516 -3.5 23,595 26,651

421,969 -2.9 408,019 -1.0 382,258 -0.6 25,761 13,950

139,123 -3.9 137,801 -3.5 129,028 -3.3 8,773 1,322

212,802 -4.1 209,489 -3.4 198,307 -4.5 11,182 3,313

317,661 -4.7 314,875 -3.7 305,417 -4.0 9,458 2,786

284,738 5.3 279,263 5.3 266,131 5.3 13,132 5,475

331,745 0.8 329,021 1.4 311,784 2.3 17,237 2,724

281,542 0.6 267,959 -0.8 248,959 -0.6 19,000 13,583

400,937 1.5 355,282 0.3 329,702 0.5 25,580 45,655

494,813 5.9 409,992 0.6 369,633 -0.1 40,359 84,821

425,686 1.1 420,595 2.8 390,247 2.7 30,348 5,091

466,170 -0.5 465,456 -0.5 419,814 2.0 45,642 714

444,410 0.0 397,612 -0.2 361,596 0.3 36,016 46,798

377,897 -2.7 372,628 -2.8 322,662 -2.9 49,966 5,269

375,326 0.1 351,796 3.5 334,383 3.7 17,413 23,530

897,523 11.7 490,463 -1.6 456,140 -1.2 34,323 407,060

395,921 -1.5 358,369 -1.6 335,771 -1.1 22,598 37,552

449,105 -3.5 432,263 -1.8 402,672 -0.8 29,591 16,842

163,124 -5.1 162,212 -4.1 152,124 -4.9 10,088 912

211,161 -9.8 207,257 -8.8 195,414 -9.8 11,843 3,904

349,887 -3.4 346,759 -2.2 335,797 -2.7 10,962 3,128

304,052 3.5 298,505 3.4 283,492 3.4 15,013 5,547

360,767 -0.5 359,182 -0.6 332,808 -1.9 26,374 1,585

277,155 2.3 261,511 0.0 242,733 0.8 18,778 15,644

表１　月 間 現 金 給 与 額　

産　　業

 現 金 給 与 総 額 きまって支給する給与

特別に支払
われた給与所 定 内

給 与
所 定 外
給 与

（事業所規模５人以上）

調 査 産 業 計

建 設 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究,専門・技術サービス業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生活関連サービス業,娯楽業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

（事業所規模30人以上）

調 査 産 業 計

建 設 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究,専門・技術サービス業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生活関連サービス業,娯楽業
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２　労働時間

 (1) 事業所規模５人以上

 (2) 事業所規模30人以上

　５月の総実労働時間数は、規模５人以上で前年同月比 2.5％増加の 140.2時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 2.7％増加の 129.1時間、所定外労働
時間数は、同 1.6％増加の 11.1時間となった。
  主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 11.2時間（前年同月比 3.3％増加）、情報通信業
15.7時間（同 7.0％減少）、卸売業，小売業 8.1時間（同 3.7％増加）となった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図２、表２）

　５月の総実労働時間数は、規模 30人以上で前年同月比 3.0％増加の 144.1時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 3.4％増加の 131.9時間、所定外労働
時間数は、同 1.5％減少の 12.2時間となった。
　主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 12.7時間（前年同月比 5.0％増加）、情報通信業
16.3時間（同 7.8％減少）、卸売業，小売業 8.8時間（同 2.5％減少）となった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表２）
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図２－１ 労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－

図２－２ 所定外労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－
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平成29年５月分

（単位：　日・時間・％）

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

（事業所規模５人以上）

17.7 140.2 2.5 129.1 2.7 11.1 1.6

19.2 165.2 4.5 147.0 2.6 18.2 21.8

18.1 149.9 2.7 138.7 2.7 11.2 3.3

18.1 158.3 2.7 142.2 4.1 16.1 -8.2

18.4 155.5 1.5 139.8 2.5 15.7 -7.0

19.0 163.3 3.0 144.8 2.7 18.5 5.3

17.7 137.4 5.7 129.3 5.8 8.1 3.7

18.4 153.1 4.0 135.5 4.7 17.6 -1.2

18.3 148.8 0.4 135.6 0.4 13.2 0.1

17.9 151.7 3.5 134.0 2.9 17.7 8.5

14.9 104.4 -2.5 97.2 -2.8 7.2 1.6

17.4 133.9 -3.1 127.7 -3.8 6.2 10.4

15.3 110.1 -0.5 105.5 -0.9 4.6 9.0

17.5 126.1 4.0 121.2 4.5 4.9 -8.2

18.7 147.4 6.1 140.3 6.9 7.1 -7.1

18.0 139.8 2.0 129.5 2.6 10.3 -5.7

（事業所規模30人以上）

18.0 144.1 3.0 131.9 3.4 12.2 -1.5

19.0 165.8 3.6 145.9 2.2 19.9 15.5

18.1 152.2 2.9 139.5 2.8 12.7 5.0

17.9 159.4 3.3 142.3 4.1 17.1 -2.1

18.4 156.2 1.4 139.9 2.6 16.3 -7.8

19.0 162.9 2.5 144.9 2.7 18.0 0.1

18.1 141.8 8.1 133.0 8.8 8.8 -2.5

18.3 153.3 3.3 134.4 4.0 18.9 -2.2

18.5 148.9 3.1 135.6 4.4 13.3 -7.7

18.2 153.4 2.0 134.3 2.1 19.1 2.4

15.9 111.6 1.4 103.0 -0.9 8.6 39.6

17.2 129.4 -4.9 123.4 -5.3 6.0 5.4

15.6 112.3 0.2 107.4 -0.4 4.9 15.2

18.2 130.4 2.9 125.2 3.7 5.2 -11.1

19.4 148.1 4.7 138.7 4.0 9.4 15.6

17.9 138.6 1.7 128.6 3.1 10.0 -13.0

表２　月間出勤日数及び実労働時間数　

産　　業 出 勤 日 数
総 実
労 働

時 間 数

所 定 内
労 働

時 間 数

所 定 外
労 働

時 間 数

調 査 産 業 計

建 設 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究,専門・技術サービス業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生活関連サービス業,娯楽業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

調 査 産 業 計

建 設 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究,専門・技術サービス業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生活関連サービス業,娯楽業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉
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３　雇用

 (1) 事業所規模５人以上

　

 (2) 事業所規模30人以上

　

　５月の常用労働者数は、規模５人以上で前年同月比 1.9％増加の 7,544千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業は前年同月と同水準、情報通信業 3.2％増加、卸売
業，小売業 1.8％増加となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 0.3ポイント上昇し、24.4％となっ
た。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図３、表３）

　５月の常用労働者数は、規模30人以上で前年同月比 1.6％増加の 5,203千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 0.4％増加、情報通信業 3.1％増加、卸売業，小売
業 1.4％増加となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 0.2ポイント上昇し、18.9％となっ
た。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表３）
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図３－１ 常用雇用者数の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－

図３－２ パートタイム労働者比率の推移（前年同月差） －調査産業計、５人以上－
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平成29年５月分

（単位：　人・％・ポイント）

前 年
同 月 比

前 年
同 月 差

前 年
同 月 差

前 年
同 月 差

（事業所規模５人以上）

7,543,901 1.9 2.6 0.1 2.4 -0.2 24.4 0.3

351,034 1.7 1.1 0.1 1.2 -0.9 3.0 0.7

674,109 0.0 1.0 -0.1 1.4 0.2 6.2 -2.3

19,128 37.4 0.2 0.1 0.8 -1.0 5.6 4.0

809,340 3.2 2.2 0.8 1.7 -0.4 3.9 0.8

458,248 0.7 1.6 -0.0 1.9 -1.0 11.2 -0.5

1,463,939 1.8 2.3 0.1 2.5 0.5 29.3 -0.5

402,936 1.9 1.6 0.1 1.3 0.1 7.7 -0.8

210,802 3.0 2.0 -0.6 1.6 -0.6 16.9 1.2

411,005 2.2 1.5 0.3 1.5 -0.1 8.8 2.2

640,789 2.0 6.2 -0.5 6.0 1.2 76.2 1.9

232,971 2.7 4.3 1.0 3.8 0.2 45.7 4.2

440,096 3.8 4.1 0.5 1.9 -0.1 36.9 4.9

597,764 1.5 2.2 -1.1 2.1 -1.3 32.4 -2.0

20,836 0.1 1.0 0.8 0.8 0.8 20.9 3.2

810,904 1.5 3.7 0.1 3.1 -1.0 27.0 -0.6

（事業所規模30人以上）

5,203,453 1.6 2.1 -0.1 2.1 -0.3 18.9 0.2

216,615 -0.5 0.5 -0.4 1.1 -0.3 0.6 0.0

513,162 0.4 1.1 0.1 1.5 0.5 4.5 -1.6

15,976 14.9 0.2 0.1 0.9 -0.9 3.8 2.2

679,740 3.1 1.5 0.0 1.7 -0.4 2.7 0.4

375,953 0.5 1.3 -0.4 1.5 -1.9 10.2 -0.9

872,876 1.4 1.9 -0.1 2.4 0.6 23.0 -0.8

338,857 2.0 1.7 0.1 1.4 0.1 8.1 0.2

134,584 1.3 1.9 0.3 1.6 -0.7 14.7 -2.8

295,241 1.3 0.9 -0.5 1.7 -0.1 7.6 3.8

219,344 2.3 4.0 -1.0 4.2 -0.1 69.1 1.4

127,203 1.2 4.5 1.4 3.4 0.9 50.9 9.0

346,918 3.7 4.3 0.1 1.8 -0.3 33.2 3.8

401,165 0.0 1.8 -1.1 2.1 -1.0 28.3 0.0

6,575 -7.3 2.1 2.1 0.1 -0.0 19.8 11.6

659,244 1.3 3.7 0.1 3.2 -1.4 27.9 -2.3

表３　常用雇用者数及び労働異動率  

産　　業
常 用

労 働 者 数

パートタイム
労働者比率

入 職 率 離 職 率

調 査 産 業 計

建 設 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究,専門・技術サービス業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生活関連サービス業,娯楽業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

調 査 産 業 計

建 設 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究,専門・技術サービス業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生活関連サービス業,娯楽業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉
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